
令和７年度介護報酬に関する注意事項について

令和６年度広島県集団指導

健康福祉局医療介護基盤課



説明項目

令和６年度までに適用されている届出項目

令和７年度から適用される届出項目
・業務継続計画未実施減算
・身体拘束廃止未実施減算

生産性向上推進加算のデータ提供

年に一度の確認が必要なもの
・事業所規模確認
・サービス提供体制強化加算
・協力医療機関の届出

年に二度の確認が必要なもの
・同一建物減算
・特定事業所集中減算



令和６年度までに適用されている減算項目

業務継続計画未実施減算（訪問系サービス、福祉用具貸与、 居宅
介護支援以外のサービス）※

高齢者虐待防止措置未実施減算（全サービス。ただし福祉用具貸与
は３年間の経過措置あり。）※

※居宅療養管理指導、特定福祉用具販売は減算なし

身体拘束廃止未実施減算（平成18年度から施設・居住系サービスに
導入済み）

令和７年度以降の項目は次ページから



業務継続計画未実施減算

（対象）
訪問介護    
（介護予防）訪問入浴介護  
（介護予防）訪問看護  
（介護予防）訪問リハビリテーション  
（介護予防）福祉用具貸与  
定期巡回・随時対応型訪問介護看護  
夜間対応型訪問介護

（内容）
令和７年４月１日以降、業務継続計画（BCP）が未
策定であったり、当該計画に従い必要な措置を講
じていない場合、減算の適用となります。
なお、施設サービス等での、感染症防止の指針及
び非常災害計画の策定をしている場合に減算を
適用しないという規定も令和７年３月末で廃止とな
りますので、ＢＣＰの策定をしていただく必要があ
ります。



身体拘束廃止未実施減算 

（対象）

(介護予防)短期入所生活介護  

(介護予防)短期入所療養介護     

(介護予防)認知症対応型共同生活介護

(介護予防)小規模多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護  

特定施設入居者生活介護（外部サービス
利用型・短期利用型）

（内容）

令和７年４月１日以降、左図の要件を実施
できていない場合は減算の適用となります。



生産性向上推進体制加算のデータ提供

（対象）

生産性向上推進体制加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）を
算定している事業所

（内容）

毎年度１回、厚労省の「生産性向上推進体
制加算実績報告システム」により業務改善
の取組による効果を示すデータの提供が
必要です。

令和６年度の報告期限は令和７年３月31
日です。

提出を忘れないように注意してください。



事業所規模確認及びサービス提供体制強化加算
【事業所規模確認】
（対象）
通所介護・通所リハビリテーション
（内容）
「参考様式6　通所介護の算定区分確認表」「参考様式7　通所リハビリテーションの算定区分確認表」の内容を参考
に確認してください。
前年度の事業所規模から変更がある場合は、「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（以下、体制届とい
う）」及び添付書類を提出してください。

【サービス提供体制強化加算】
（対象）
サービス提供体制強化加算を算定している事業所
（内容）
サービス提供体制強化加算に関する届出書（別紙14）の内容を参考に前年度実績を確認し、加算の区分変更があ
る場合は体制届及び添付書類を提出してください。

それぞれの様式については下記のホームページからダウンロード可能です。
介護保険各種届出様式集／介護報酬届出書様式 - 介護保険事業者向け情報 | 広島県 (hiroshima.lg.jp)

https://www.pref.hiroshima.lg.jp/site/kaigohokennzigyousyamukezyouhou/kaigo-housyuyoushiki.html


協力医療機関の届出

（対象）
介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域
密着型介護老人福祉施設、(介護予防)認知症対応型共同生活介護

（内容）
令和６年度介護報酬改定等により、協力医療機関との実行性のある連携体制を確保する観点から、
年に１回以上、協力医療機関と入所者の急変時等における対応を確認し、協力医療機関の名称や
当該医療機関との取り決めの内容等を指定権者等に届け出ることが義務付けられました。

令和６年度に届出した内容から変更がない場合であっても、令和７年度中に１回の届出が必要です。
（県では、毎年７月1日を提出の締め切りとする予定です。）
申込様式等の詳細については、下記ホームページを参照してください。
協力医療機関に関する届出書について - 介護保険事業者向け情報 | 広島県 (hiroshima.lg.jp)

※（介護予防）特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、(介護予防)認知症
対応型共同生活介護について、協力医療機関を定めていない場合は届出不要。

https://www.pref.hiroshima.lg.jp/site/kaigohokennzigyousyamukezyouhou/kyouryokuiryoukikan-todokede.html


同一建物減算
（対象）
訪問介護、総合事業（訪問型サービス）
（内容）
令和６年度報酬改定により、訪問介護事業所の同一建物減算について新たな区分が新設
され、当該区分に該当する事業所は、12％減算されることとなりました。 
「別紙10　訪問介護、訪問型サービスにおける同一建物減算に係る計算書」 を参考に確
認し、減算に該当する場合は体制届及び添付書類を提出してください。
なお、減算に該当するかの判定期間について、１年間で前期と後期に分けられていること
に留意してください。
詳細は、スライド７に記載のホームページから「８　同一建物居住者にサービス提供する場
合の減算の取扱いについて」を参照してください。

判定期間 減算適用期間 提出期限
前期 ３月１日～８月31日 10 月１日～３月31日 ９月 15 日

後期 ９月１日～２月末日 ４月１日～９月30日 ３月 15 日



特定事業所集中減算

（対象）
居宅介護支援

（内容）
「正当な理由」なく、当該居宅介護支援事業所において判定期間（前6月間）
に作成した居宅サービス計画に位置付けられた「訪問介護」、「通所介護」、
「地域密着型通所介護」、「福祉用具貸与」の提供総数のうち、最もその紹介
件数の多い法人（以下「紹介率最高法人」という）によって提供されたものの
占める割合が100分の80を超えている場合は減算の対象となります。

この項目に係る様式については県のホームページに掲載しておりませんの
で、各市町に問合せてください。



振り返り

☑　業務継続計画未実施減算（訪問系サービス）
☑　身体拘束廃止未実施減算（多機能、短期入所系サービス）
☑　生産性向上推進体制加算
☑　通所介護及び通所リハビリテーションの事業所規模の確認
☑　サービス提供体制強化加算
☑　訪問介護及び総合事業（訪問型サービス）の同一建物減算
☑　協力医療機関に係る届出
☑　居宅介護支援の特定事業所集中減算

それぞれの内容について適切に届出するようにお願いします


